
２０１４２０１４年年５５月月２９日２９日

第３３回インフォメーションミーティング第３３回インフォメーションミーティング第３３回インフォメーションミーティング

お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化
～３つの挑戦～～３つの挑戦～

第２９次長期経営計画第２９次長期経営計画 ２０１２年４月～２０１５年３月２０１２年４月～２０１５年３月

東証第１部：８３５９
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本資料には将来の業績に係る記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内在するものです。
将来の業績は経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意下さい。

＜ご照会先＞
株式会社 八十二銀行 企画部 ＩＲ担当 桜井

ＴＥＬ：０２６－２２４－５５１１
ＦＡＸ：０２６－２２６－５０７７
E-mail： a2762301@82bank.co.jp
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八十二銀行の概要

連結１８．８６%（速報値）

単体１８．０３%（速報値）

総自己資本比率

（国際統一基準）

Ｓ＆Ｐ ： Ａ

Ｒ＆Ｉ ： Ａ＋

格付け

４兆４，４２４億円貸出金残高

７兆５，３４３億円総 資 産

５，５５４億円純 資 産

６兆０，０１３億円預金残高

５２１，１０３千株発行済株式数

５２２億円資 本 金

３，２２３人従業員数

国内 １５４店舗

（県内１３４ 県外２０）

店舗外ＡＴＭ ２０４ヵ所

海外 支店１ （香港）

駐在員事務所４

（大連、上海、バンコク、シンガポール）

拠 点

昭和６年８月１日創 立

長野県長野市本店所在地

ＴＨＥ ＨＡＣＨＩＪＵＮＩ ＢＡＮＫ，ＬＴＤ．名 称

２０１４年３月末現在

長野県内シェア（２０１４年３月末残高）

当行のプロフィール当行のプロフィール

八十二銀行
４０．０％

銀行・信金・信組
３７．４％

農協
１２．４％

貸出金シェア

労金・政府系
１０．２％

八十二銀行
３１．６％

銀行・信金・信組
２８．８％

労金・政府系
３．７％

農協
１６．８％

郵貯
１９．２％

預金シェア
※郵貯は当行推計値

ＴＯＫＹＯ
ＯＳＡＫＡ

Nagano
Prefecture
Nagano

Prefecture

Nagano
City
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（出所）
ＮＣＩ、長野県企業業況判断指数：長野経済研究所
長野県公共工事保証請負額：東日本建設業保証㈱長野支店
県内新築住宅着工戸数：長野県
県内乗用車販売台数：長野運輸支局
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２０１４年３月期決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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決算の概要決算の概要

【１４年度通期業績予想のポイント】

コア業務純益は、有価証券利息配当金の減少による資金利益減少を主因に２２０億円
（対前期▲１１０億円）。
与信関係費用は、低位安定を見込み▲２億円（対前期▲１０億円）。
当期純利益は２１０億円（対前期▲３７億円）。
年間配当額は１株当たり９円を予定。

【１３年度決算のポイント】

コア業務純益は、資金利益の増加により３３０億円（対前期＋１２億円）。
与信関係費用は、破綻懸念先の引当て見積り精度精緻化等もあり８億円（対前期＋３億円）。
有価証券関係損益は、国債等債券売却益計上により、８２億円（対前期＋３２億円）。
当期純利益は２４７億円（対前期＋４１億円）。
年間配当額は、１株当たり１１円（対前期＋１円）。
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（億円）

損益の状況損益の状況

７

▲１０

▲３７

－

▲８４

▲６３

１２

６

▲１７３

５９

▲１１４

▲１１０

９

▲１

１４

▲５

４

▲３

▲１０５

▲１００

(対前期)

（通期）

４９

５

２０５

▲５

３３４

８

▲５

２

３７２

―

３７２

３１７

２６１

２９９

５８６

５４

５９

１００

７９６

９５９

12年度

実績

１７０３２０７０４０４経常利益

１１０２１０４１２４７当期純利益

－－２▲３特別損益

２４５９６７不良債権処理額

▲５▲２３８与信関係費用

株式等損益

貸倒引当金戻入益

１０５２２０１２３３０コア業務純益

１３５２８０２１３９４実質業務純益

――▲５９▲５９一般貸倒引当金繰入額

１３５２８０８０４５３業務純益

７６▲２－主
な

臨
時
損
益 ２０３０２３１８

８９

２７３

２９６

６０１

５９

７２

１００

７０１

８８１

14年度

通期

見込

３２

２

▲１

０

９

９

３

１０

２２

(対前期)

８２

２６４

２９７

５８７

６４

６８

１０３

８０６

９８１

13年度

実績

３５その他業務利益

５０役務取引等利益

３０７経費

２９国債等債券損益

１３７物件費

１５０人件費

４９有価証券関係損益

３５３資金利益

４４２業務粗利益

(中間

見込)

１４年度 その他増減要因（対前期）
有価証券運用損 ▲１６億円
退職給付費用臨時分 ＋８億円

預金保険料還付見込まず

業績見通し（７６８億円）との主な差異要因
組合出資 約２７億円
ヘッジファンド 約１０億円

対前期の主な差異要因
貸出金利息 ▲２８億円

有価証券利息 ▲６７億円

大口先のランクダウン
破綻懸念先の引当て見積り精緻化

要注意先残高減少
（個別算定先のランクダウンと回収）
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長期経営計画計数目標の状況長期経営計画計数目標の状況

５９．８％

（速報）１５．６３％

３．１１％

２４７億円

３９４億円

２０１３年度末期

進捗状況

２１０億円２００億円当期純利益

３％台前半３．５％金融再生法開示債権比率

１６％台前半１６％ＴｉｅｒⅠ自己資本比率（バーゼルⅢ）

６８．２％５０％台ＯＨＲ

２８０億円４００億円実質業務純益

２０１４年度末

見通し

２０１４年度末

目標
計数目標項目

有価証券関連の
資金利益減少を

主因に減少
（詳細は前ページ）
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７５５５

４．０円５．０円３．５円３．０円うち中間配当額

２１．６％

２１．３％

１６７

３６

０

７．０円

３５

１１年度

３４．４％

２４．６％

２０５

７０

２０

１０．０円

５０

１２年度

２２．２％

２２．２％

２４７

０

１１．０円

５５

１３年度

９．０円一株当たり配当額（年間）

２１．４％配当性向①÷④

１４年度予想

２１０当期純利益④

株主還元額③＝①＋②

３５．７％

３０

４５

株主還元率③÷④

自己株式取得額②

年間配当額①

（億円）

株主還元株主還元

健全経営を堅持しつつ、機動的な資本施策により株主へ還元

【配当方針】
当期純利益２００億円までは配当性向２０％を目安とし、当期純利益が２００億円を

上回る場合には、その上回り部分の３０％を目安に加算して配当をいたします。
（１株当たりの配当の下限：年間５円）

※配当性向および株主還元率は上記算式により計算
※２０１４年度の自己株式取得額は５月１６日公表の予定上限額
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51,819

4,536

52,403

4,715

53,564

5,286

54,337

5,317

11 12 13 14見込

主要勘定の状況主要勘定の状況（（預金・貸出金）預金・貸出金）

（億円）

預金平残推移（通期）

県外

県内

合計
５６，３５５

合計
５７，１１９

合計
５８，８５１

合計
５９，６５５

 １３年度平残は対前年＋１，７３２億円（年率＋３．０％）

23,187

18,766

23,119

19,817

23,618

20,880

23,755

21,588

11 12 13 14見込

（億円）

貸出金平残推移（通期）

県外

県内

合計
４１，９５４

合計
４２，９３６

合計
４４，４９９

合計
４５，３４４

 １３年度平残は対前年＋１，５６２億円（年率＋３．６％）
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主要勘定の状況主要勘定の状況（（有価証券）有価証券）

10,143

7,323

11,420

8,175

11,745

8,791

12,284

9,215

11 12 13 14見込

合計
１７，４６６

合計
１９，５９５

合計
２０，５３７

合計
２１，４９９

有価証券平残推移（通期）

 １３年度平残は対前年＋９４２億円（年率＋４．８％）

（億円）

その他

国債

1,125

2,062 2,107

1,229

797

1,472

700

325

575

59
131

2

11 12 13年度

株式

（億円） 合計評価損益

債券

その他

有価証券評価損益

3.6

3.24.1

3.73.6

12/3 12/9 13/3 13/9 14/3

（年）

債券デュレーション推移（スワップヘッジ考慮後）
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２０１４年３月期決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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関東地区での中小・中堅企業および
医療福祉分野の新規開拓を継続

正常先～要注意先から対象先１万先を抽出し、
ニューマネーの供給を軸にシェア拡大を目指す。
※シェアアップマーケット３，０００億円程度

法人分野（１）法人分野（１）

・支援先向け融資商品
経営支援資金「タッグ」
⇒9月取扱開始：実績３８件

・信州みらい応援ファンド
⇒１３年下期実績１件（累計２件）

貸出金増強

経営改善支援

長野県内シェアアップ

今後の
取組みポイント

11,312 11,220
11,096 11,100

12上 12下 13上 13下

反転

長野県内一般貸平残推移（億円） 中小企業向け融資末残推移（億円）

12,949

13,049
13,115 13,138

12上 12下 13上 13下

医療福祉分野融資実行額（億円）再生エネルギー関連融資実行額（億円）

長野県外プラス年率維持

2

27

58
46

12/上 12/下 13/上 13/下

124

134

148 147

12/上 12/下 13/上 13/下

１１件

１０４件

１５５件

１７４件
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法人分野（２）法人分野（２）

ソリューションビジネス強化

事業承継・Ｍ＆Ａ関連収益（百万円） ４０１ｋ導入企業数（先） 法人向け仕組債関連収益（百万円）

地銀トップ

でんさい契約件数

●法人個人連携、グループ会社連携による収益最大化

今後の取組みﾎﾟｲﾝﾄ

●決済メイン化

信州アグリイノベーションファンド
⇒６０グループ提案

⇒２件具体化、１件出資決定

●地域活性化・産業創出支援

６次産業化支援ビジネスマッチング成約件数

34 42 50

137

70

125

11年度 12年度 13年度

⇒ 北陸新幹線延伸、航空宇宙特区によるさらなる商圏拡大期待⇒ 取引発生件数：５，４９０件（県内シェア約７５％）

53

250

375 413

4/3末 7/3末 10/3末 14/3末

22
37

122 129

12/上 12/下 13/上 13/下

3436

7116
9099

12/下 13/上 13/下

483
1092

1667

2479

12/上 12/下 13/上 13/下

事業承継

Ｍ＆Ａ

事業承継：アプローチ先拡大し取組み強化
４０１ｋ：厚生年金基金改正法にあわせたアプローチ強化
法人資金運用：商品ラインナップ・銀証連携体制拡充

125件
(16件)

155件
(14件)

174件
(21件)

（事業承継実績件数）
上段：簡易コンサル
下段（ ）付き：うち有料
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消費者ローン

投資型商品

298 345
232 196

253

344
421 443

12上 12下 13上 13下

その他

10年固定

変動金利

（13下平均実行金利）
変動0.92% 10年固定1.27%

28
85

146 139

313
310

229

134

12上 12下 13上 13下

104

192
221 221

12上 12下 13上 13下

332 341 351

133 141 155

11年度 12年度 13年度

５００億円突破うちかん太くんカード

住宅ローン実行額（億円） 無担保ローン残高（億円）

投資信託販売額（億円） 仕組債販売額（億円）

個人分野（１）個人分野（１）

9,608

10,090
10,590

10,830

11 12 13 14見込

（億円）

消費性平残（通期）

NISA ２９，０１２口座（利用率２１．７％、平均残高６３万円）

平準払保険販売（件）

1,502 1,782
1,088

3,021

12上 12下 13上 13下

うちｲﾝﾀｰﾈｯﾄ販売
⇒地銀トップレベル
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口座保有：138,270人

当行利用者（２０１３年度末実績）

年金受取口座指定：226,214人

教育応援預金利用：500件

相続セミナー来場者：年間約500人

投資型商品利用：156,304人

NISA利用：27,815人

保険契約：59,172人

給与受取口座指定：466,314人

ｲﾝﾊﾞﾝ：254,662人（当行全体：約35万人）

住宅ローン利用：56,885人

ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ契約：76,943人

今後の取組みポイント

・ホームページ改良検討
・全国保証活用による裾野拡大
・ＡＴＭでのカードローン申込受付

（２０１５年２月開始予定）

・相続預金、年金定期、教育資金
一括贈与の取組み強化

・相続セミナーの充実

・タブレット端末導入（2014年7月、約３５０台）

・八十二証券との連携強化
・土日営業拠点の拡大

・ＮＩＳＡ拡充のための新商品
・平準払保険拡充のための新商品

369,022人若年層
（～19歳）

県内人口※

767,297人高齢層
（60歳～）

954,339人勤労者層
（20～59歳）

※出所：人口問題研究所（日本の地域別将来推計人口（２０１５年３月推計） ）

・長野県との「移住・交流推進に向けた連携」
に関する協定（３月締結）の取組み強化

ターゲット別の商品・サービス投入

地域の活力創出 インフラ整備

個人分野（２）個人分野（２）

・教育資金一括贈与への取組み
による裾野拡大
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国際分野ビジネス国際分野ビジネス

支店
駐在員事務所
トレーニー・派遣行員

上海駐在員事務所
邦人２名・総勢４名

大連駐在員事務所
邦人１名・総勢２名

ﾊﾞﾝｺｸ駐在員事務所
邦人１名・総勢２名

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所
邦人１名・総勢２名

香港支店
邦人７名・総勢１５名

インド
・県内企業拠点数：18
・貸出金：1,226百万円
・提携行：２行

中国
・県内企業拠点数：345
・貸出金：1,135百万円
・提携行：２行

台湾
・県内企業拠点数：58
・貸出金：51百万円

シンガポール
・県内企業拠点数：47
・貸出金：6,658百万円

マレーシア
・県内企業拠点数：36
・貸出金：88百万円
・提携行：２行

フィリピン
・県内企業拠点数：31
・貸出金：10百万円
・提携行：１行

ベトナム
・県内企業拠点数：35
・貸出金：309百万円
・提携行：１行

インドネシア
・県内企業拠点数：47
・貸出金：5,477百万円
・提携行：１行

タイ
・県内企業拠点数：104
・貸出金：10,150百万円
・提携行：１行

武漢

三菱東京UFJ銀行大連支店

当行香港支店

みずほ銀行ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ支店

三菱東京UFJ銀行ﾎｰﾁﾐﾝ支店（予定）

取引先現地法人

CIMBﾆｱｶﾞ銀行

ｶｼｺﾝ銀行（２名）

香港
・県内企業拠点数：84
・貸出金：10,510百万円

※県内企業拠点数・・・長野県工業統計調査（製造業対象）の平成24年末時点のデータ
※貸出金・・・国内および香港支店からの日系・非日系企業向け融資平成26年3月末残高

グローバルニーズへの対応力強化
●貸出金総額５５９億円（うちアジア地域３７０億円） ●提携銀行１１銀行（４行追加） ●海外派遣総勢２０名

【派遣】
ｼﾞｪﾄﾛ（ﾆｭｰﾖｰｸ）

インドクレディ・アグリコル

アジア全般スタンダードチャータード銀行

インドインドステイト銀行

ベトナムオーストラリア・ニュージーランド銀行

フィリピンBDO Unibank （バンコ・デ・オロ）

マレーシアCIMB銀行、CIMB Investment Bank

インドネシアCIMBニアガ銀行

タイカシコン銀行

中国中国銀行、中国工商銀行

主な提携エリア提携銀行名
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１４／３

２１，６３５

０

３，３４３

３３

４９５

６１

１２１

１８４

４１０

１５２

５３

１，１２９

２９

８９

３，４００

６２２

１，８７９

９，６２７

１３／９

１９，７９８

０

２，５６２

２６

５８２

５５

１１８

１５７

２３６

１４９

４９

１，１１３

３４

０

３，３４５

６３８

１，８７８

８，８５０

２５２４３３海外株式・ＥＴＦ等

５３４４４７ヘッジファンド

１１９１０８１１３組合出資等

有価証券残高の推移（取得原価ベース） １４年度

上期

投資方針

１９，３７５

０

１，６８８

８８７

１６９

９９

１７１

２８

１，１０５

１４７

０

３，６４０

７４０

１，８０８

８，７１１

１２／９

２０，５９３

０

２，４２４

７３３

１３９

１１９

１６３

４２

１，１１８

６７

０

３，２６８

７０６

１，９２７

９，６８５

１３／３

１８，６８４

０

１，４１０

１，０３０

１７３

９１

１８３

２５

１，１７６

１２２

３３

３，４５２

８３４

１，８８９

８，０６５

１２／３

仕組債等

その他国内証券

円建証券化商品

変動利付国債債券

物価連動国債

外貨建証券化商品

合 計

外貨建債券

円建外債

ヘッジファンド

その他投資信託

Ｊ－ＲＥＩＴ

国内ＥＴＦ

国内株式

利付国債

国内証券

外国証券

（億円）

市場運用分野市場運用分野

低金利に配慮したバランスのとれた有価証券ポート構築
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2,055

1,841 1,829

11末 12末 13末

2,629

2,681
2,672

11末 12末 13末

事務分野事務分野

今後の
取組みポイント

●預金為替事務の一層の軽量化
・営業店端末機の更改（２０１５年９月稼働予定、総額３０億円）により

「ペーパーレス」「事務工程レス」「マニュアルレス」を実現
・少量多品種事務の集中化促進

●営業店の融資事務ゼロ化
・実行事務の集中化（２０１３年１０月から順次展開中）および契約書

作成支援システム等の導入により営業店事務削減

当行職員数の推移（派遣等を含む）

２０１１年度比
▲２２６名

4,684 4,522 4,501

11末 12末 13末

事
務

事
務
以
外

２０１１年度比
＋４３名

システム化を中心とした事務効率化の推進 事務改革プランによる事務削減効果
（伝票イメージ処理、オペレーションの

ユニット化、精査業務のシステム化等）
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２０１４年３月期決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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自己資本の状況自己資本の状況（単体）（単体）

▲３０

＋８０

＋５０

▲１４０

＋３９７

＋３９７

＋２５６

＋１．３７

＋１．３７

＋０．８８

増減１３／３
１４／３
（速報値）

１５．６３％１４．２６％Ｔｉｅｒ１比率

１，７８１

２６，５９７

２８，３７８

６７８

（４，４３８）

４，４３８

５，１１６

１５．６３％

１８．０３％

１，８１１ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ

２８，３２８リスクアセット

２６，５１７信用リスク

４，８６０総自己資本額

（４，０４１）
（普通株式等

Ｔｉｅｒ１）

４，０４１Ｔｉｅｒ１

８１８Ｔｉｅｒ２

１４．２６％

１７．１５％

バーゼルⅢ基準

普通株式等

Ｔｉｅｒ１比率

総自己資本比率

13.67

15.18

16.24

17.15

18.03

12.18

15.63

14.2614.46

13.50

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3

（億円・％）

（％） 総自己資本比率

自己資本比率の推移（単体）

ＴｉｅｒⅠ比率

バーゼルⅡ バーゼルⅢ

当行は国際統一基準行として、２０１３年３月末から新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）を適用し
自己資本比率を算出しております。
バーゼルⅢによる総自己資本比率は１８．０３％、Ｔｉｅｒ１比率は１５．６３％、普通株式等Ｔｉｅｒ１比率は

１５．６３％となりました（速報値）。

自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

速報値
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１４１４年度年度上期上期 資本配賦運営の状況資本配賦運営の状況（連結）（連結）

4,489

3,559

930

0

2,000

4,000

配賦可能自己資本 配賦自己資本

１３年９月期連結コア自己資本
４，４８９億円

普通株等
ＴｉｅｒⅠ

（コア自己
資本）

配賦資本

バッファー

国内貸出金部門
積極的な貸出によるリスク増加も見込まれるが、直近のリスク量実績を踏まえ
対前期同水準

ALM管理部門
前期までのリスク量増加要因（コア預金デュレーション長期化）が剥落している
ことを踏まえ対前期▲１００億円

市場部門・政策投資部門
市場部門 円債デュレーション長期化等リスクテイクを強化する方針で

あることを踏まえ対前期＋１４０億円
政策投資部門 リスク量の減少により、対前期▲１０億円

（政策投資株式のリスク量は、「（ＶａＲ）－（評価損益）」で「最小」は０。株価の下値の目処は、

過去１年間の最安値を勘案し設定【日経平均１０，０００円程度】）

バッファー
想定以上の環境変化に対し、地元への資金供給を継続するための備え等

（億円）

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：１年
�信頼区間：９９．９%

価格変動リスク金利リスク信用リスク 注：トレーディング取引等は１０営業日
政策投資部門は１年

７８１１４０１，５１０１，６５０市場部門

３▲１０１９０１８０政策投資部門

２９３３２２９３３２５連結対象子会社

リスク量実績

（１４年３月）

配賦資本

増減

１３年度下期

配賦資本

１４年度上期

配賦資本

▲１

▲１００

０

６１

１４５

２０４

５８７

２，０１４３，４９８３，５５９合計 （億円）

１４５

５００

８６０

１４４

４００

８６０

オペレーショナルリスク

営業店金利リスク（預貸金金利リスク）

営業店信用リスク（貸出金信用リスク）
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与信関係費用・不良債権・ボディリスクの状況与信関係費用・不良債権・ボディリスクの状況

不良債権残高の推移（金融再生法開示債権ベース） （億円・％）

１２年度

２．９０

３．１１

１，４０４

２７６

９６９

１５８

１３年度

３．０９

１，４００

２８０

９６９

１５１

上期

１，３９７１，５４９合 計

１４年度見込

３．０７３．４８不良債権比率

３．１６部分直接償却実施後

２８５

９６９

１４３

３３４要管理債権

９６９

２４６

危険債権

破産更生等債権

※部分直接償却は実施しておりません

６２６７３３不良債権処理額

００００償却債権取立益

与信関係費用の推移 （億円・％）

１３年度１２年度

０．０１

８

▲５９

▲０．０２

▲５

▲７

上期

１４年度見込

０．００

▲２

▲８

０．０１

５

▲２７

与信関係費用

与信関係費用率

一般貸倒引当金繰入額

※与信関係費用率 ： 与信関係費用÷総貸出金残高（平残）
※１２年度の与信関係費用内訳は、貸倒引当金戻入益を組み替えた場合の計数

VaR

「ボディ・リスク（Body Risk）」

業務純益レベルの損失が発生するリスク

管理対象とするリスク

８５％

信頼区間

ボディ・リスクの計測 期間損益に与える影響の把握

目的
保有期間

半年

ボディ・リスクの推移
～統合リスク管理より小さい信頼区間によるＶａＲの計測を行い、期間損益への影響を把握（０９年４月より試算開始）～

６２

５

５６

１３／１１

６２

４

５８

１３／１２

６５

７

５８

１４／１

６７

８

５８

１４／２

３２政策投資株式（減損リスク）

５８

５５

１４／３

５８

５６

１３／１０（単位：億円）

合計

国内貸出金部門（信用リスク）

※期間損益に与える影響が大きい「与信費用の上振れリスク」と「政策投資株式の減損リスク」が対象
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利回りと利鞘の推移（国内部門）

▲０．１１１．１３１．１５１．２４１．２８１．３３１．３５１．４４１．４５１．５０１．５２総資金運用利回

▲０．２９１．０９１．１４１．３８１．３１１．２７１．３０１．３４１．３６１．３５１．３９有価証券利回

▲０．０７１．２３１．２４１．３０１．３３１．４２１．４４１．５３１．５４１．６４１．６８貸出金利回

０．０００．０３０．０３０．０３０．０４０．０４０．０４０．０５０．０６０．０９０．１１預金等利回

▲０．０２０．１００．１００．１２０．１２０．１１０．１１０．１２０．１３０．１４０．１５総資金調達利回

▲０．１０１．０２１．０４１．１２１．１５１．２１１．２４１．３２１．３２１．３６１．３７総資金粗利鞘

▲０．１６１．０２１．０３１．１８１．１８１．２４１．２６１．３３１．３３１．３８１．３９総資金粗利鞘

利回りと利鞘の推移（全店）

上期

０．１４

１．１７

０．１４

１．１６

１４年度

見込
上期

０．１４

１．３２

０．１３

１．３１

１３年度

０．１３

１．３７

１２年度

０．１５

１．５５

上期

０．１５

１．５３

１０年度

０．１４

１．４８

上期

０．１４

１．４７

１１年度

＋０．０１０．１２総資金調達利回

１．３９

上期

▲０．１５総資金運用利回

対

１３年度

（％）

（％）

利回り利回り・利鞘の状況・利鞘の状況
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法人・個人主要計数の状況法人・個人主要計数の状況

9,0158,8158,4667,986投資型商品

預金

39,49538,99537,45336,279預かり金融資産末残高 ※

30,47930,17928,98628,293

４０１Kの推移

418413406401導入企業数

274243321139Ｍ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等

791917864793合計

11014073125デリバティブ

法人役務収益の推移

―3,0103,0273,111保証協会付融資残高（末残）

407534469528ｼ・ﾛｰﾝ、私募債、ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

17,501

8,783

11,491

13/下

法人貸出金の推移

―9,0269,444内、中小企業向け

16,910

11,634

12/下

17,159

11,505

13/上

17,665
長野県域外
（東京・埼玉・群馬・愛知・大阪）

11,095長野県域（長野・新潟・岐阜）

14/上見込

（億円・半期平残）

（百万円）

（社、百万円）

(234)(230)(229)(211)（獲得額）

291251216172金融商品仲介

861842761824生損保

380413277193金融商品仲介

2,4592,4502,2112,135合計

14/上見込13/下13/上12/下

9,9509,8229,5829,319内、住宅関連ローン

10,72010,59010,35010,090

個人貸出金の推移

消費者ローン

432399421392内、信託報酬

320287320328外貨預金

投資型商品収益の推移

60644632公共債

838844804758投資信託

(179)(159)(145)(155)（獲得額）

3,027

254

(313)

1,651

(133)

2,247

（獲得額）

（獲得額）

(370)(310)(229)

(120)(109)(76)

個人投資型商品残高の推移

3,2562,8562,673生命保険（時価ベース）

261274302外貨預金

1,753

2,918

1,673

2,574

1,756投資信託

1,947公共債

（億円・末残）

（百万円）

（億円・末残）

※預かり金融資産残高：加入者拠出金のうち当行勘定分


